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資料編 

 

１ 計画策定経過 

 

【第３次竹原市地域福祉計画策定経過】 

 

開催日等 会議名・協議内容等 

令和３年（２０２１年） 

６月～７月 

市民向けアンケート調査 

関係者向けヒアリング調査 

８月～９月 要支援者ヒアリング調査 

９月 第３次竹原市地域福祉計画（骨子案）について庁内関係課に意見照会 

９月１６日 

第１回竹原市地域福祉計画推進会議 

・令和２年度竹原市地域福祉計画の進捗状況について 

・第３次竹原市地域福祉計画の策定（骨子案）について 

・重層的支援体制整備事業について 

１０月６日 

第１回竹原市地域福祉計画推進委員会 

・令和２年度竹原市地域福祉計画の進捗状況について 

・第３次竹原市地域福祉計画の策定（骨子案）について 

・地域共生社会に向けた竹原市の取組について 

１２月 第３次竹原市地域福祉計画（素案）について庁内関係課に意見照会 

１２月７日 

第２回竹原市地域福祉計画推進会議 

・第３次竹原市地域福祉計画（素案）について 

・地域共生社会推進に向けた竹原市のこれからについて 

令和４年（２０２２年） 

１月１３日 

第２回竹原市地域福祉計画推進委員会（書面） 

  ・第３次竹原市地域福祉計画（素案）について 

１月 20 日～２月 18 日 パブリックコメントによる意見募集 

３月１日 

第３回竹原市地域福祉計画推進委員会（書面） 

・パブリックコメントの結果報告 

・第３次竹原市地域福祉計画（最終案）の承認 

３月 第３次竹原市地域福祉計画策定 
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２ 計画推進委員会設置要綱 

竹原市地域福祉計画推進委員会設置要綱 

（設置及び目的） 

第１条 地域における福祉意識の高揚と小地域福祉活動，ボランティア活動の振興を図り，もって地域住民

が互いに支え合う地域福祉の積極的な推進を図るため，社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第１０７

条の規定に基づく竹原市地域福祉計画（以下「計画」という。）の策定について必要な事項を検討すると

ともに，計画の達成状況の評価・検証を行うため，竹原市地域福祉計画推進委員会（以下「推進委員

会」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 推進委員会は，次に掲げる事項について調査，審議を行う。 

⑴ 計画の策定に関する事項。 

⑵ 計画の実施状況の把握及び検証に関する事項。 

⑶ 前２号に掲げるもののほか，本市における地域福祉の計画的推進を図るために必要な事項。 

（組織） 

第３条 推進委員会の委員（以下「委員」という。）は，２４人以内とし，次の各号に掲げる者の中から市長が

委嘱し，又は任命する。 

⑴ 社会福祉を目的とする団体を代表する者 

⑵ 地域住民を代表する者 

⑶ 医療，福祉，保健関係団体及び事業者等を代表する者 

⑷ 関係行政機関の職員 

⑸ その他市長が必要と認める者 

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は，２年とする。ただし補欠の委員の任期は，前任者の残任期間とする。 

２ 委員は，再任することができる。 

（会長及び副会長） 

第５条 推進委員会に会長及び副会長各１人を置き，委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は会務を総理し，推進委員会を代表する。 

３ 副会長は，会長を補佐し，会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは，その職務を代理する。 

（会議） 

第６条 推進委員会の会議（以下「会議」という。）は，会長が必要に応じて招集し，会長が議長となる。 

２ 会議は，委員の過半数が出席しなければ，開くことができない。 

３ 会議の議事は，出席委員の過半数で可決し，可否同数のときは，議長の決するところによる。 

４ 会長は，必要があると認めるときは，会議に委員以外の者の出席を求め，説明又は意見を聞くことがで

きる。 

（庶務） 

第７条 推進委員会の庶務は，市民福祉部社会福祉課において行う。 

（その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか，推進委員会の運営に関する事項は，会長が推進委員会に諮って定

める。 

附則 

この要綱は，平成２３年５月１８日から施行する。 

この要綱は，平成２8 年 4 月１日から施行する。 

この要綱は，令和３年４月１日から施行する。  
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３ 計画推進委員会名簿 

 

竹原市地域福祉計画推進委員会委員名簿（任期：令和３年６月１日～令和５年５月３１日） 

 

区分 団体・機関名等 氏名 

社会福祉を目的とする団体を

代表する者 

竹原市社会福祉協議会 中沖 明 

竹原市民生委員児童委員協議会 新庄谷 艶子 

竹原市身体障害者福祉協会 池田 隆美 

竹原市手をつなぐ育成会 髙下 美智江 

竹原市ボランティアグループ連絡協議会 𠮷岡 琢磨 

地区社会福祉協議会 三好 栄次郎 

竹原市ＮＰＯ法人連絡協議会 今田 美雪 

地域住民を代表する者 

竹原市自治会連合会 北原 勇 

竹原市女性連絡協議会 山元 禮子 

竹原市老人クラブ連合会 笠岡 明彦 

竹原市ＰＴＡ連合会 永福 まどか 

医療，福祉，保健関係団体及

び事業者等を代表する者 

竹原地区医師会 馬場 広 

(社福)竹原市社会福祉協議会 

地域包括支援センター 
酒井 利恵 

竹原市介護支援専門員連絡協議会 松田 加代 

障害者相談支援事業所 寺本 誠子 

竹原市保育連盟 柄崎 佳之 

社会福祉協力校 中島 一郎 

その他市長が必要と認める者 

（公益代表) 

竹原警察署 池西 明 

東広島市消防局 竹原消防署 後原 正能 

竹原商工会議所 森園 明枝 

関係行政機関の職員 
副市長 新谷 昭夫 

市民福祉部長 塚原 一俊 
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４ 計画策定会議設置要綱 

竹原市地域福祉計画推進会議設置要綱 

（設置） 

第１条 社会福祉法（昭和 26 年法律第 45 号）第 107 条の規定により策定する竹原市地域福祉計画

（以下「計画」という。）の円滑な推進を図るため，竹原市地域福祉計画推進会議（以下「推進会議」と

いう。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 推進会議は，次に掲げる事項について調査審議するものとする。 

(１) 計画の策定に関する事項 

(２) 計画の推進に関する事項 

(３) 計画の実施状況の把握及び検証に関する事項 

(４) その他市における地域福祉の計画的推進を図るために必要な事項 

（組織） 

第３条 推進会議は，別表第１に掲げる職にある者をもって組織する。 

（会長及び副会長） 

第４条 推進会議に会長及び副会長を置く。 

２ 会長は市民福祉部長を，副会長は社会福祉課長をもって充てる。 

３ 会長は推進会議を代表し，会務を総理し，会議の議長となる。 

４ 副会長は会長を補佐し，会長に事故あるとき又は欠けたときは，その職務を代理する。 

（会議） 

第５条 推進会議は，必要に応じて会長が招集する。 

２ 会長が必要と認めるときは，推進会議に関係者の出席を求め，資料の提出及び説明又は意見を聴くこ

とができる。 

（幹事会） 

第６条 第２条の所掌事務に関する具体的事項について，調査研究及び事務的な連絡調整を行うため，幹

事会を置く。 

２ 幹事会は，別表第２に掲げる者及び職にある者をもって組織し，社会福祉課長が代表幹事となる。 

３ 幹事会は，代表幹事が招集し，これを主宰し，会議の議長となる。 

４ 代表幹事が必要と認めるときは，幹事会に関係者の出席を求め，説明又は意見を聴くことができる。 

５ 代表幹事は，幹事会で検討した事項について，推進会議に報告するものとする。 

（庶務） 

第７条 推進会議の庶務は，市民福祉部社会福祉課において処理する。 

（委任） 

第８条 この要綱に定めるもののほか，必要な事項は会長が別に定める。 

附 則 

この訓令は，平成 23 年５月１日から施行する。 

附 則（平成 25 年４月１日訓令・教委訓令第２号） 

この訓令は，平成 25 年４月１日から施行する。 

附 則（平成 27 年３月 31 日訓令・教委訓令第１号） 

この訓令は，平成 27 年４月１日から施行する。 

附 則（平成 28 年４月１日訓令・教委訓令第８号） 

この訓令は，平成 28 年４月１日から施行する。 

附 則（平成 29 年３月 31 日訓令・教委訓令第４号） 

この訓令は，平成 29 年４月１日から施行する。 
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附 則（平成 31 年３月 31 日訓令・教委訓令第１号） 

この訓令は，平成 31 年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年３月 31 日訓令・教委訓令第２号） 

この訓令は，令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年４月１日訓令・教委訓令第３号） 

この訓令は，令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年３月 31 日訓令・教委訓令第３号） 

この訓令は，令和３年４月１日から施行する。 

別表第１（第３条関係） 

会長 市民福祉部長 

副会長 社会福祉課長 

委員 総務課長 

企画政策課長 

危機管理課長 

産業振興課長 

地域づくり課長 

市民課長 

健康福祉課長 

建設課長 

都市整備課長 

総務学事課長 

文化生涯学習課長 

市長が特に必要と認めたもの 

別表第２（第６条関係） 

代表幹事 社会福祉課長 

幹事 総務課行政係長 

財政課財政係長 

企画政策課秘書企画係長 

危機管理課長が指名する者 

産業振興課商工観光振興係長 

市民課市民係長 

市民課医療年金係長 

市民課生活環境係長 

地域づくり課協働推進係長 

地域づくり課人権男女共同参画係長 

社会福祉課福祉係長 

社会福祉課子ども福祉係長 

健康福祉課介護福祉係長 

健康福祉課障害福祉係長 

健康福祉課健康対策係長 

建設課建設維持係長 

都市整備課住宅建築係長 

都市整備課都市計画係長 
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総務学事課教育総務係長 

総務学事課学事係長 

文化生涯学習課生涯学習係長 

市長が特に必要と認めたもの 
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５ 市民アンケート及び関係者ヒアリング結果 

 

自分の住んでいる地区・町のイメージについて 

住民の方が自分の住んでいる地区・町に持っているイメージとしては，「みんなで助け合う」・

「支援が必要な人への関心」など，互いに支えあう気持ちに関する項目が５年前より増えている

ことから，支えあいの意識は高まっていると感じている人は増えていると考えられます。 

一方で，「福祉に関わる活動や学習の場」や「世代間交流」については，新型コロナウイルス

により地域における活動が制限されていることもあり，５年前よりそう思うと回答している割合が

減っています。 

関連する調査結果 

 

自分の住んでいる地区・町についてどう感じているか【市民アンケート】 
 

項目 
そう思う・まあそう思う 

の割合 
５年前との比較 

あいさつや世間話をするなど関係が良い 75.1％ 概ね横ばい 

困ったときにはみんなで助けあう雰囲気がある 52.4％ やや増加（５％以上） 

手助けや見守りを必要としている人への関心

が強い 
41.6％ 増加（10％以上） 

身近な助けあいやボランティア活動が活発 30.6％ 概ね横ばい 

福祉やボランティア活動を学んだり，参加・体

験する機会が充実している 
19.0％ 減少（10％以上） 

子供から高齢者まで幅広い世代での交流が

活発 
20.9％ 減少（10％以上） 

地域のことを話しあい，考える機会や場がある 27.2％ 概ね横ばい 
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近所づきあいの状況について 

地域福祉における支えあいの基本となる近所づきあいの状況は，新型コロナウイルスにより

人と関わることを控えている人もいることから，「あまり近所づきあいをしていない」人が５年前よ

り増加している傾向にあります。 

これは，「仕事などの都合で知りあう機会がない」という理由が増えていることが主な要因と

考えられますが，「近所づきあいをわずらわしい」と考えている人も増加していることも懸念され

るところです。 

関連する調査結果 

 

近所づきあいの状況【市民アンケート】 
 

項目 割合 ５年前との比較 

あまり近所づきあいをしていない 

（あいさつ程度，ほとんどしていない） 
38.8％ やや増加（５％以上） 

 

近所づきあいをあまりしていない理由【市民アンケート】 
 

項目 割合 ５年前との比較 

仕事などで家をあけることが多く，知りあう機会がない 61.7％ 増加（10％以上） 

近所づきあいはわずらわしいので避けている 24.8％ やや増加（５％以上） 

近所づきあいをしたいが，つい消極的になってしまう 16.2％ 概ね横ばい 

近所づきあいをしたいが，仲間に入れてもらえない 0.3％ 概ね横ばい 

ふだん留守の家が多いなど，近所づきあいのほとんどな

いところである 
25.4％ 概ね横ばい 
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地区・町の行事や地域福祉活動について 

地区・町の行事や活動に「参加している・ときどき参加している」と回答した方は，６６．６％とな

っており，３人に１人の方は行事や活動に参加していないという結果となっています。 

参加していない主な理由としては，「忙しくて参加できない」となっており，あまり近所づきあい

をしていない理由（前ページに記載）として「仕事などで家をあけること」が増加していることか

らも，仕事などの忙しさにより行事や活動に参加していない人が増えていると考えられます。 

一方で，様々な活動における共通の課題としては，「活動する人の高齢化」を多くの方があげ

ており，次いで「若い世代が参加しやすい活動が出来ていない」や「次世代が育たない」といっ

た「若い世代の参画」についてとなっています。 

また，住民の人が行事や活動の活性化に必要と思うこととしては，「助けあい」や「あいさつ」

など「住民同士の関係を深めることが必要」と思う人が５年前より増えています。 

福祉関係者は，活動を進めるためは，「市役所・社会福祉協議会・地域活動団体等の交流」

や，「地域活動団体と住民との連携」など，様々な組織・団体・人が関わって進めていることが必

要と回答している割合が高くなっています。 

関連する調査結果 

地区・町の行事や活動に参加していない理由【市民アンケート】 
 

 
 

ボランティアの活動や地域福祉活動で困っていること【関係者ヒアリング】 

 

 

地区社会福祉協議会の活動で困っていることや気になること【関係者ヒアリング】 
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地区・町の行事や活動の活性化に必要なこと【市民アンケート】 
 

項目 割合 ５年前との比較 

住民どうしが困ったときに，今以上に助けあえる関係をつく

る 
63.5％ やや増加（５％以上） 

あいさつができる程度の顔見知りの関係を広げる 55.1％ 増加（10％以上） 

交流の機会となる地域の行事をもっと増やす 26.2％ 概ね横ばい 

自治会や子ども会，老人クラブなどの活動をもっと活発にし

ていく 
22.7％ 概ね横ばい 

学校やこども園などと住民の交流やつながりを深める 15.2％ 概ね横ばい 

新たに引っ越してきた人との関係づくりを強化する 13.5％ 概ね横ばい 

地元の事業者と住民のつながりをもっと深める 12.6％ 概ね横ばい 

 

地域福祉活動を協働で進めるために特に必要なこと【関係者ヒアリング】 
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地域において支援が必要と考えられる人について 

福祉関係者で自分の地域において，気になる・支援が届きにくい・課題や問題があると思わ

れる方（世帯）がいると回答した人は，全体の９割以上となっており，５つ以上回答された方も約

１割となっています。このことから，各地域においても様々な課題を持つ方がおられる結果となっ

ています。 

また，「ご近所づきあいがない方」が２７％，「地域で孤立している方」が１０．５％となっている

など，公的制度の対象とはならないと考えられるが何らかの支援が必要となる方が，各地域に

少なからずおられる結果ともなっています。 

なお，今回の調査では，福祉関係者の方が把握できている方としてご回答頂いており，多くの

地域で支援が必要な方を把握されているということは良い点ですが，支援が必要な人がおられ

る地域は多いと調査結果より考えられます。 

関連する調査結果 

自分の地域における，気になる・支援が届きにくい・課題や問題があると思われる方（世帯）【関

係者ヒアリング】 
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悩みや不安の相談先・体制について 

悩みや不安の相談先としては，「家族・友人・知人など身近な人」を挙げる人が多く，相談体

制として必要だと思うことについても「身近な人が相談相手になってくれる」が最も多くなってい

ます。 

このことから，身近な人による悩みや不安の相談が基本となることを改めて示した結果となっ

ています。 

一方で，「誰に相談したらよいかわからない人」が５．７％，相談を受ける側となる福祉関係者

においても，「自分が相談を受けた時に誰に相談したらよいかわからない人」が７．０％となって

おり，相談体制における課題となる結果となっています。 

また，住民の人が相談体制として必要だと思うことは，「身近な人による相談」が最も必要だ

という結果となっていますが，相談窓口においては，「どこでも」・「どんなことでも」相談できるこ

とが求められていると考えられます。 

関連する調査結果 

悩みや不安などを相談している，悩みや不安などができた時に相談することができる人・場所

【市民アンケート】 
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気になる方や課題があると思われる方等から相談を受けた時の対応【関係者ヒアリング】 

 

 

悩みや不安の相談を受ける体制として特に必要だと思うこと【市民アンケート】 
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災害時の避難について 

平成３０年７月豪雨災害復旧・復興プランに基づき，そなえの強化のための施策を実施したこ

ともあり，災害時において自分の避難場所を知っている人の割合は増加しています。 

しかし，依然として住民の２割，福祉関係者でも１割程度の方が避難所を知らないという状況

にあります。 

また，自力で避難所まで避難できない人が１割程度おられ，その内約半数が避難所への移

動を助けてくれる人がいないという結果となっています。 

関連する調査結果 

災害時の避難について【市民アンケート】 
 

項目 割合 ５年前との比較 

自分の避難場所を知っている 82.4％ やや増加（５％以上） 

自力で避難所まで避難できる 91.2％ 概ね横ばい 

避難所への移動を助けてくれる人がいる 

（自力で避難所まで避難できない人） 
52.3％ 概ね横ばい 

 

地震や台風など災害発生時に不安に感じること【市民アンケート】 
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住んでいる地域において気になる方や不安なこと【関係者ヒアリング】 

 

 

住んでいる地域で災害発生時に備えるために必要な活動【関係者ヒアリング】 
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新型コロナウイルス感染症の影響について 

新型コロナウイルス感染症の流行により，人との接触を控えることが求められることとなった

ため，「地域の行事や活動」・「近所づきあい」，「外出」などの機会が減少していると回答してい

る方が多くなっています。 

また，「悩みやストレスが増えたり，健康状態が悪くなったりした」人が２割，「収入が減り，生

活が苦しくなった」人が１割程度おられる結果ともなっています。 

関連する調査結果 

新型コロナウイルス感染症によって受けた影響【市民アンケート】 

 

 

新型コロナウイルス感染症の影響により，地区社会福祉協議会の活動で困っていることや気に

なること【関係者ヒアリング】 
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地域で暮らす人が安心して暮らせるように自身ができそう，やってみたいことについて 

住民・福祉関係者ともに上位の項目は，「地域で行う行事の準備や参加」・「見守り活動や安

否確認の声かけ」・「話し相手や相談相手」・「地域の話しあいなどに参加する」となっています。 

また，「地域で行う行事の準備や参加」・「地域の話しあいなどに参加する」・「その他のボラ

ンティア活動」については，５年前より増えています。 

一方で，地域福祉活動において「若い世代の参画」が課題となっていることと，新型コロナウ

イルス感染症の影響もあり，地域の行事や話しあいに参加してみたいけれど参加出来ていない

という人が増えていることが想定されます。 

関連する調査結果 

 

自分ができそうなこと，やってみたいこと【市民アンケート】 
 

項目 割合 ５年前との比較 

地域で行う行事の準備や参加 38.2％ 増加（10％以上） 

見守り活動や安否確認の声かけ 33.0％ 概ね横ばい 

話し相手や相談相手 31.4％ 概ね横ばい 

地域の話しあいなどに参加する 22.2％ 増加（10％以上） 

福祉への関心を持つ 21.6％ 概ね横ばい 

災害時の救助活動や避難の支援 21.3％ 概ね横ばい 

特にできることはない 18.8％ 概ね横ばい 

その他のボランティア活動 13.7％ 増加（10％以上） 

寄付や募金 13.1％ 概ね横ばい 

福祉に関する講座などに参加する 12.7％ 概ね横ばい 
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自分ができそうなこと，やってみたいこと【関係者ヒアリング】 
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